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建設業における労働安全衛生マネジメントに関する研究

作業環境の影響に関する分析

Study on Occupational  Safety and Health Management for Construction Industry 

           —Analysis of the Influences of Working Environment—

小 山 田英 弘*,松 藤 泰 典*,小 山智幸*,山 口 謙 太 郎*

Hidehiro KOYAMADA, Yasunori MATSUFUJI, Tomoyuki KOYAMA 

                and Kentaro YAMAGUCHI

In this paper, to establish the occupational safety and health management system for construction 

industry, the accident occurrence rates and patterns were analyzed on the basis of the change of the 

seasons as the factor of working environment, such as  temperature and rainfall. It was clarified 

that the risk of labor accident in construction site was higher in hot and cold weather environment 

than other seasons, especially in hot weather environment where electric shock accidents and heat 

illness accidents were occurred, meanwhile in cold weather environment collapse accidents mainly 

caused by snow weight were occurred. And it was showed that there are differences in working 

periods of time where risk were at its highest in a daytime of each seasons.
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1.は じめに

本研究は,建 設現場 の工事工程に着 目して,建 設 工程

に対応 した現場安全管理システ ムを仮設 工学 と して体 系

化 し,そ の成果 を現場の安全管理や安全衛生教育に反映

させて,建 設業労働災害危 険性の低減 に寄与す ることを

目的 としてい る.具 体的には,過 去の災害事例 を統計的

に解析 ・検討 して,建 設工程 の どの時点で どのよ うな災

害が どの よ うな要因 の影響によ り発生す るかを検討 ・考

察す るもので,こ れ は,建 設 労働災害 リスクマネ ジメン

トとして機能す るもので ある.

建設 業労働 災害 は,1960年 か ら現在 までの約40年

間の災害統計でみ ると,死 亡者 実数 は1961年 に最高 と

なる2,652人 を記録 した以後 は減少傾 向にあ り,1985

年には始 めて1,000人 以下を記録,2002年 の死 亡者数

607名 は,1961年 の死亡者数 の4分 の1以 下 となって

い る.し か しなが ら,こ の間の死亡者総数は65,000人

を超 え,ま た,就 業者数 で全産業 の約1割 で ある建設

業 の死 亡者数 が依然 として全産業 の約4割 を占めて い

ること,さ らに,近 年,熱 中症労働 災害や交通事故 労働

災害が増加傾 向にあ るといった新たな問題が指摘 され て
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いることなどから,労 働災害減少のために,よ り一層の

対策が望まれている.

建設業労働災害の発生要因は,仮 設,工 事規模,工 事

種類,気 候など対象となる建築環境に由来する環境要因

と,年 齢や経験など労働者個人の属性に由来する個人要

因とに大別できる.こ の中で,気 候の変化に伴 う作業環

境の変化は,建 設工事ではその全工程が現場で行われ,

ほとんどが屋外での作業となるため,外 気温度や降雨な

ど作業環境の悪化が作業能率の低下を招き,結 果,直 接

労働災害発生に影響を及ぼす と考えられ る.例 えば,作

業時の温度は,高 温時には作業者の疲労の増大や注意力

の低下を招き,特 に35℃ を超えるような場合には直接

生命に影響が生じる場合があるといわれている.ま た,

低温時には四肢の機能低下や着衣量が増え,作 業動作に

支障を来すことが考えられ,さ らに降雨時には作業足場

が滑 りやす く不安定になる.こ のように作業環境の中で

「作業時の温度」や 「天候」は労務管理 ・安全管理にお

いて重要な管理項目である.

本稿は,発 生 日時,発 生時間帯などの詳細な災害発生

状況が記 されている死亡災害報告1'3)(1991年 から1997

年)を もとに,1年 および1日 の周期性がある気温の変

化に伴 うと思われる,災 害発生の季節変動および1日



の作業時間帯での災害発生傾向について 行った分析をま

とめたものである.分 析の結果,災 害発生率は,夏 季お

よび冬季に高く,1日 の作業時間帯では,そ れぞれの季

節において特徴的な発生傾向を示すなど,発生率が高い,

即ち,リ スクが高い時期および時間帯があることが明ら

かになった.

2.温 熱指標と作業内容

気温は,一 年を周期とした変化(季 節変動),一 日の

中での変化があり,ま た,特 に我が国では梅雨期がある

など,屋 外作業が多い建設作業では,気 候による作業環

境の変化が大きい.特 に,近 年,熱 中症労働災害が増加

傾向にあるなど,気 候条件が災害発生に及ぼす影響の検

討,こ れをもとにした現場での安全管理基準を設けるこ

とが必要である.

作業時の温熱環境 と作業負担に関しては既に多くの生

理学的な検討が行われてお り4'5),以 下は,こ れ らをも

とに,建 設作業の内容と作業時の温熱環境に関して筆者

らが行った検討結果の概要である6).

ヒ トの寒暑感に関する温熱指標には,CET(修 正有

効温度),WBGT(湿 球黒球温度指標),SET*(標 準有

効温度),PMVな どがある.こ の中で,特 に,屋 外作

業時や屋外でのスポーツ時における熱中症の危険性を判

断する指標としてはWBGTやCETが 多く用いられて

いるようである.ま た,目 本産業衛生学会では,RMR

(エネルギー代謝率)で 得 られ る作業内容 に対する

WBGTで 示 した高温許容基準を定めている.

基礎代謝量を70Wと して算定した場合のRMRと 作

業内容 との関係を表1に 示す.建 設作業の多くは全身で

の力作業であり,表1に おける重作業から重激作業に相

当する.建設作業における作業強度は非常に大きいため,

温熱環境を災害要因として考えるとき,温 度限界の設定

が必要となる.高 温時は,湿 球温度で30℃ を作業限界

温度 とする報告もあり,例 えば35℃,70%は ちょうど

湿球温度30℃ に相当する.ま た,作 業限界温度(Tcr)

を,RMRとWBGTの 関係で表 した場合,図1の ように

なる.な お,図 には,過 去の分析例が多いCETと の関

係で表 した場合を併記 している.同 図中の曲線は前述し

た作業限界温度(図 中●:WBGT,○:CET)に 近似

曲線を当てはめたものである.WBGTに ついては,直

達 日射を受けない場合の対応する気温と湿度の例を併記

している.RMRが 大きくなるにしたがって作業限界温

度が低 くなるが,例 えば福岡の8月 の日最高気温の月

別平年値は31.8℃,月 別平年相対湿度は75%で あり,

作業可能なRMRの 上限値は約3.4と なる.す なわち同

図によれば夏季には作業限界温度を超えた状態で工事が

行われていることになる.暑 中環境では,簡 易な設備や

衣服での対処には限度があるため,高 温限界の設定と休

憩時間などを含む作業計画が重要である.

これに対 して,低 温時の管理基準としては,-10℃ 以

下での一連の作業時間の上限を定めた基準や,RMR,

温度,衣 服の保温力の関係で示 されるクロ値がある7).

しか しながら,現在までのところこれらの値に関 しては,

高温時のような体系的な基準は完成 されていない.また,

建築工事は,通 常,生 命に危険が及ぶような極低温での

作業はほとんどなく,衣 服による対処が可能な温度範囲

で行われる.よ って,低 温時の作業は,暑 中期のような

定量的な判断基準による作業限界温度の設定は困難 と思

われ,む しろ,安 全作業という観点からは,凍 結による

作業足場の危険性の増大や着衣による作業性の低下を判

断基準とした方が現実的であると思われる.

以上のことをもとに,現 場で管理基準を設ける場合の

簡便性や,作 業者や管理者の意識の しやす さを考慮する

と,暑 中期は日最高気温30℃ 以上,寒 中期では 日最低

気温0℃ 未満が,作 業危険温度 としての 目安になると

思われる.よ って,本 研究では,以 下のよ うに季節区分

を定義 して,災 害発生の特徴について分析を行った.

①暑中期:日 最高気温の平年値が作業限界温度 となる

表1RMRと 作業内容との関係4)など

図1作 業限界温度と作業強度の関係



②寒中期

③梅雨期

④中間期

30℃ 以上である期間

日最低気温が防寒着などの対処が必要となる

0℃ 未満である期間

各気象台から公表 される梅雨期間

通年から暑中期,寒 中期,梅 雨期を除いた期

間

3.災 害統計値の標準化と季節変動

建設業労働災害は,先 に示 したような建設工事特有の

災害要因の他に,経 済情勢の変化に伴って増減する工事

量の影響を受け,結果は災害発生数の増減として現れる.

よって,災 害発生傾向を分析するには,就 業者数や工事

量などで表される経済的 ・社会的要因の影響について検

討 を行 い,予 めその影響 を除去す る必要がある.

工事量の変化 を示す と思われ る統計値 としては,① 着

工面積,② 建設 投資額,③ 就業者数,④ 資材 出荷量(生

コンク リー ト,鋼 材,木 材 な ど)な どがある8・12).

本研 究で は,先 ず,こ れ らの中か ら,着 工面積,就 業

者数,生 コンク リー ト出荷量,木 材 出荷 量,及 び鋼材出

荷量の平成元年か ら平成13年 までの月別 統計値 を用い

て,そ れ ぞれの特徴 を分析 し,さ らに災害発生率 との関

係について 検討 を行 った.

この よ うな時系列 の値 は,一 般 的に は,以 下 の(1)式

お よび(2)式 に示す よ うな,長 期傾 向,循 環変動,季 節

変動,不 規則変動の各構成要素 か らな る和事象 あるいは

積事象 で表 され る13).し たが って,原 系列 か ら,各 構

表2交 差相関分析結果

図2各 統計値の季節変動(S(t))

図3季 節 変動(S(t))の スペクトル



成要素を抽出 ・分析することで,長 期的傾向,月 単位で

の変化(季 節変動),さ らに特殊な変動要因の影響を評

価することが可能 となる.

R(t)=T(t)+C(t)+S(t)+Ｉ(t)(1)

R(t)=T(t)・C(t)・S(t)・Ｉ(t)(2)

ここに

R(t):時 系列デ ータ

T(t):長 期傾 向

C(t):循 環変動

S(t):季 節変 動

Ｉ(t):不 規則変動

ここで,建 設 業労働災害 は,過 去40年 間で4分 の1

以下にまで減少 してお り,発 生数 の多い時期 と少ない時

期では月変動の大き さが異 なる.ま た,気 候の変動 や各

統計値 は,特 に生 コンク リー トの出荷量 が12月 に多 く

な るとい った施工計画 上の理 由な どか ら前後1ヶ 月程

度の誤差が予想 され る.し たがって,こ れ らの影響 を除

くために,3項 移動平均 によ り誤 差 を除去 し,(2)式 で

示 され る積事象 として構成要素の抽 出を行 った.

図2に 各統計値 の季節 変動 を,図3に 季節変動の スペ

ク トルを示す14'17).図2よ り,死 亡者数,着 工面積,生

コンク リー ト出荷量に比べて,就 業者数,木 材 お よび鋼

材 の出荷量の変動が小 さい ことが分 かる.こ の ことは,

スペ ク トル にも明瞭に現れ,中 で も生 コンク リー ト出荷

量 と死亡者 数の特性 はほぼ等 しい.ま た,表2は 死 亡者

数 と各統計値 との交差相 関分析 結果 の一部で あるが,生

コンク リー ト出荷量 と死亡者数 との間にはラグがな く,

よい相 関を示 してい る.こ の よ うに,季 節変動の高低を

示す 時期や変動の大き さが ほぼ等 しい こと,ス ペク トル

が類似 してい ることで,生 コンク リー ト出荷量が多い時

期に多 くの災害が発生 してい ること,即 ち,生 コンク リ
ー ト出荷量が工事の繁忙度 を示す特性値 として有効 であ

ることが窺える.一 方,生 コンクリー ト出荷量のみが災

害発生率と高い相関を示し,そ の他の統計値が相関が低

い,即 ち,1年 を周期とした評価においては,必 ず しも

仕事量の変動を表 し得ていないと思われることは,以 下

のような理由で,そ れぞれの統計値が示す特性や統計値

と実際の工事が行われている時期との間に差を生 じるた

めと考えられる.

①着工面積:統 計値に工事規模が反映されない.即 ち,

工期の差による影響から,統計調査が行われる時点(着

工月)と 実際の工事との間に数ヶ月の誤差を生じる.

②就業者数:労 働者が従事している業種を調査したもの

で,当 該月にどの程度就業状態にあったかについては

不明で,工 事量 との相関は必ず しも高くない.

③資材量:鋼 材や木材の出荷統計は,工 場や市場での出

荷量である.よ って,加 工に要する時間やス トック期

間を経て現場に搬入 されるため,工 事規模の違いによ

る加工時間の差,経 済情勢の変化によるス トック期間

の差があるため,工 事時期とは一致 しにくい.こ れに

対 して,生 コンクリー ト出荷量は出荷 日と工事 日が同

図4標 準化した災害発生率の調整済系列

図5標 準化した災害発生率の長期的傾向(T(t)+C(t))



じであ るため,出 荷統計 は,当 該月の工事量 に比例す

る.よ って,生 コンク リー ト出荷量の変化 は工事量の

変化にほぼ等 しい.

以上の ことをも とに して,1991年 か ら1997年 の月

別死亡災害発生数,生 コンク リー ト出荷量の統計値 によ

り,災 害発生数 を生 コンク リー ト出荷量で除 して標準化

した値を用いて,季 節変動の特徴 について検討 を行 った.

なお,季 節 の変化,お よび先 に示 した よ うに生コンク リ

ート出荷量は,1ヶ 月程度 の誤差 を生 じる可能性が ある

ため,前 後 月の影 響 を調整 した3ヶ 月移動 平均(調 整

済時系列)を 求 めた.な お,平 均値は,こ の間の長期変

動 が除去 され た季節変動 を示す.図4に 調整済系列 とし

た災害発生率の月別変化 を示す.図 よ り,標 準化 した災

害発生率は,ほ とん どの調査年 で共通 して,2月 お よび8

月 を中心 とした時期 に高く,5月 お よび11月 を中心 と

した時期に低いこ とがわかる.す なわ ち,災 害発生率 は

身体や作業に与える影響が大きい と考 えられ る,気 温が

低 い時期 と気温が高い時期に高 く,比 較的気候条件が安

定 して作業に気候の影響が小 さい と考 えられ る時期 に低

い とい う2つ の ピー クを示 し,こ のこ とか ら,災 害発

生 に,季 節の影響が あることが明 らかであ る.さ らに,

図5に 標準化 した災害発生率 について季節変動お よび不

規則変動 を除いた長期的傾 向を示す.図 より生 コンク リ
ー ト出荷量あた り

,即 ち工事量 あた りの災害発生率 は長

期 的には減少傾 向にはな く,ほ ぼ一定であ ると判断 され

る.こ の間,死 亡者 実数 は,1043人(1991年)か ら848

人(1997年)に 約2割 減少 していることか ら,災 害発

生数のみの判 断で災害発生の増減 を評価す るこ とは不十

分 であ るといえる.

4.季 節別災害発生の傾向

(1)季 節別災害発生数

季節別の災害発生数は,1991年 から1997年 の死亡

災害統計報告から,季節区分の定義に従い,都道府県別,

季節区分別に該当する事例を抽出 ・分類 した.各 季節区

分に都道府県が該当する期間は,暑中期および寒中期は,

日最高気温および 日最低気温の平年値が該当する月,梅

雨期は1991年 から1998年 の梅雨期間とした.次 いで,

災害原因の中で最も発生数が多 く,多 くが屋外での作業

であるために環境要因の影響を直接受ける墜落 ・転落災

害(以 下墜落災害),墜 落災害以外,全 災害について分

類 した.こ れをもとに通常建設現場が稼働 しない時間帯

を除いた災害発生数を表3に 示す.な お,比 較対象 とし

て比較的作業環境が安定していると考えられる製造業の

災害発生数を併記 しており,それぞれの災害発生総数は,

建設業6805件,製 造業2836件 である.ま た,各 欄下

段の数字は,各季節区分ごとの災害が通年に占める割合,

()は,墜 落災害と墜落災害以外が全災害に占める割

表3季 節別災害発生件数

合を構成比率で示したものである.な お,各 季節区分の

合計は通年の発生件数 と一致 しないが,こ れは,梅 雨期

と暑中期が一部重複することによる.ま た,季 節区分の

通年に占める割合は,各 都道府県がそれぞれの季節区分

に該当す る日数,都 道府県別産業別就業者数13)ほかから

加重平均値を求めて全体に占める割合で示 している.こ

れによって該当する期間に実際に作業に従事 した就業者

の構成率が得られる.な お,建 設業と製造業で構成率が

異なる値 となるのは,都 道府県別の就業者構成が両者で

異なるためである.

表から,そ れぞれの季節区分で建設業に従事 した就業

者構成率 と災害全数の構成比率を比較すると,暑 中期お

よび寒中期の災害発生率が就業者構成率より高く,中 間

期では低いことがわかる.こ のことからも暑中期,寒 中

期の リスクが高いといえる.ま た,墜 落災害 と墜落災害

以外の構成比率を比較すると,墜 落災害は,寒 中期に低

く,中 間期に高いことがわかる.こ の理由としては,墜

落災害の危険性が高い作業,例 えば木造工事や鉄骨工事

の建て方,屋 根工事,足 場の組立 ・解体などが,気 候条

件の安定 したこの時期に多く,寒 中期には少ない傾向に

あることが推察される.

(2)時 間帯別災害発生率

気温は,1日 の就業時間の中でも変化するため,時 間

帯ごとの災害発生率の分析から気温の日変化の影響につ

いて検討 を行った.図6は 建設業,図7は 製造業につい

て,季 節区分別,時 間帯別に抽出した災害事例から災害

発生数を求め,結 果を構成比率で示 したものである.時

間帯の区分は,通 常,2時 間を1作 業時間単位 とするこ

とから,8時 から2時 間ごとの時間帯とした.ま た,表

4お よび表5は,そ れぞれ値の有意水準5%で の誤差範囲



を示 している.な お,調 査件数は表3に 示 した件数と同

じで,墜 落災害,墜 落災害以外,全 災害は互いに独立で

ある.

建設業は,中 間期において,全 ての災害発生傾向がほ

ぼ同 じであることが注目される.中 間期の値は特に誤差

範囲が小さいため,こ の傾向が建設業における災害発生

の基本パターンであると考えられる.中 間期の傾向から

は,身 体に及ぼす環境の影響が小 さいと思われる時期に

は,墜 落災害と墜落災害以外の発生傾向に差がなく,10

時から12時 の時間帯が最 も発生率が高いといえ,こ の

時間帯の災害発生率が高くなることは,温 度以外の要因

の影響が考えられる.中 間期に比べて,暑 中期,寒 中期,

梅雨期は,墜 落災害と墜落災害以外に差が見られ,中 間

期 と異なる傾向を示 している.中 間期の傾向との違いか

らは,そ れぞれの季節 において特有 の環境 の影響が生 じ

てい ると思われ る.暑 中期で は,墜 落災害 は,作 業開始

直後に低 く,10時 か ら12時,13時 か ら15時 の時間帯

の発生率が高い.特 に13時 か ら15時 の発生傾 向は中

間期 と異 な り,気 温が高い時 間帯に墜落災害が多発 して

い ると判 断で きる.寒 中期で は,い ずれ も10時 か ら12

時の時間帯の発生率は暑 中期 ほど高 くな く,中 で も,墜

落災害は,作 業開始 直後 に最 も低 く,15時 か ら17時 に

高い.ま た,墜 落災害以外 では午前 中に高 く午後 に低い.

梅雨期 は,い ずれ も10時 か ら12時 に最 も多 く発生 し

てお り,中 間期 と類似 した傾 向を示 し,墜 落災害,墜 落

災害以外 での差はあ るが,特 に気温の変化 と関係がある

よ うな傾 向にはない.

これ らの ことか ら,墜 落災害は,暑 中期 では,外 気温

図6時 間帯別災害発生率(建 設業)

表4時 間帯別災害発生率および誤差の範囲(建設業)



度が高い時間帯に多 く,寒中期では外気温度が低 くなり,

日没で作業所条件がさらに悪化する時間帯に多いと考え

られ,1日 の中での気候条件の変化が,災 害発生に影響

を及ぼしていることは明らかである.こ のことは,特 に

墜落災害は,足 場,木 造家屋建築工事の建方など屋外作

業時に発生することが多いことから,気 候要因の影響を

直接受けるためであると考えられる.

製造業は,中 間期では,墜 落災害を除いて,ほ とんど

時間帯ごとに差がなく,平均的な発生傾向を示 している.

中間期以外でも,墜 落災害の変動が墜落災害以外の変動

より大きいことがわかる.こ れらの理由としては,製 造

業は工場など気温,風 などの条件を比較的一定に保てる

室内での作業の割合が相対的に大きいことが挙げ られ

る.墜 落災害が,暑 中期および寒中期で8時 か ら10時

の時間帯に多く発生するなど,季 節別に特徴を示 してい

るが,調 査数が小 さく誤差が大きいことはあるものの,

災害事例報告から発生時の作業内容を詳細に調査 したと

ころ,墜 落災害の多 くが,工 場施設や機械設備の修理時

といった本来の作業以外で発生 してお り,始 業直後にこ

れらの作業が行われ,屋 外での製造作業や本来の作業中

に発生しているものは少ない.

このように,建 設業,製 造業で災害発生の傾向が異な

ること,ま た,そ れぞれにおいては,季 節ごと,作 業時

間帯ごとに,災 害の発生傾向が異なることが明らかであ

る.

(3)災 害型別発生傾向

建設業労働災害発生が,暑 中期,寒 中期に多 く発生 し,

図7時 間帯別災害発生率(製造業)

表5時 間帯別災害発生率および誤差の範囲(製造業)



また,そ れぞれ の季節で,一 日の中で も発生 の多い時間

帯があることが明 らかで あるが,こ れ らを構成す る具体

的な災害の発 生種類や形態は,統 計上は災害型 として分

類 され てい る.

図8は 季節 区分 ごとに災害型別発生率 を示 した もので

ある.図 よ り,各 季節 区分で中間期 と比較 して,特 に発

生率が高い災害が見 られ る.暑 中期 は,「 感電 」,「高温

・低温物 との接 触」の発生率が高いが,こ の理 由 として

は,暑 中期 においては,感 電は,作 業者の着衣が簡素化

され ることによると思われ る.ま た,高 温 ・低温物 との

接触は,熱 中労働 災害が分類 される項 目で,こ の間の熱

中症労働 災害 の総数は61件 で,全 産業の約8割 を 占め

ている.寒 中期 は,「 崩壊 ・倒 壊」の割合が高 くなって

いるが,崩 壊 ・倒壊 には,雪 崩や積 雪による建築物 の倒

壊 によるものが分類 され る ことに よる.梅 雨期では,感

電 による発生 率が暑中期 に次 いで高い.こ のことは,降

雨による漏電 に起因す るものである.こ のよ うに,各 季

節 区分 によってそれぞれ 異なる環境 要因に起因す る災害

が発生す ることが明 らかである.

5.ま とめ

本報告は,建 設 工事における作業環境 の変化 に伴 う労

働 災害の発生傾 向について分析 を試みた ものである.以

下に成果の要点を示す.

1)生 コンク リー ト出荷 量で標準化 して得 られ た災害発

生の傾向か ら,災 害発 生率は,作 業環境 が厳 しくなる

暑中期,寒 中期 に高 く,比 較的安 定 した 中間期 に低い.

また,災 害の発生率は長期 的には減少傾 向にあるが,

近年 では減 少傾 向にない.

2)災 害発生 率の特徴 は,製 造業 では,作 業時間帯 に よ

る差 は小 さいが,建 設業では特 に墜落災害が,暑 中期

において,気 温 の高い時間帯,寒 中期においては気温

が低下す る時 間帯 に多 く発 生す る特徴 的な傾 向を示

す.こ れ らの傾 向は,製 造業 では,比 較 的環境の影響

を受 けに くい屋 内での作業が多い と思われ るのに対 し

て,建 設工事がほ とん どの場合現場で行 われ,気 候 要

因の影響 を受けやすい 中で,作 業環境 の悪化 によって

生 じてい ると判断 され る.

3)災 害発生 率の傾 向は,そ れぞれ の季節 区分で特徴 的

な災害発生形態,特 に暑 中期では,「 感電」,「熱 中症」

寒 中期では,「 崩壊 ・倒壊」,梅 雨期では 「感電」に よ

る影響 を反 映 してい ると考え られ る.

現場 における安全管理 を行 う上では,リ スクが高い季

節,時 間帯,発 生形態 などを示 した これ らの傾 向を予め

知ってお くこと,さ らに リスクを低減 させ る対策 を実践

す ることが重要であるとい える.

図8災 害型別発生率
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